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1 京都市上下水道局電子納品実施要領（業務編）（案）の取扱い 

(1) 目的 

   「京都市上下水道局電子納品実施要領（業務編）（案）」（以下「本要領（案）」という。）

は，「京都市電子納品実施指針（平成１７年７月）」に基づき，電子納品の円滑な実施

と納品データの有効利用を目的として，上下水道局における電子納品の取扱いについ

てまとめたものである。 

本要領（案）は，国土交通省策定の各電子納品要領（案）等（以下「国要領（案）

等」という。）を補完し，京都市上下水道局における電子納品に当たり，対象範囲，適

用基準，発注者・受託者が留意する事項等を示すものである。 

本要領（案）は，必要に応じて適宜見直しを行う。 

(2) 適用する事業 

 本要領（案）は，上下水道局が委託する業務に適用する。 

(3) 電子納品の定義 

 電子納品とは，調査，設計，工事など各業務段階の最終成果を電子データで提出する

ことをいう。 

(4) 標準的な電子納品の流れ（参考） 
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・ 発注図書の準備 

電子データの受渡し 

事前協議

・電子納品の対象書類 
・電子データのファイル形式 
・書類の検査方法（印刷物の準備等） 
・データのバックアップ体制 
・コンピュータウイルス対策 

成果品電子媒体の作成と事前
チェック 
・データの作成及び内容確認 
・ウイルスチェック 等 

成果品電子媒体のチェック
・内容の確認 
・ウイルスチェック 等 

電子データのバックアップ，利用等

検査の実施 
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(5) 参考にする仕様・基準類 

 京都市上下水道局における電子納品の実施に当たっては，表―１に示す国要領（案）

等を参考に成果品の作成及び電子納品を行うこととする。国要領（案）等は適宜追加・

改訂等が行われるため，事前協議に際しては最新版を確認し適用開始時期に留意するこ

と。 

表―1 国要領（案）等（電子納品要領・基準類・ガイドライン） 

工種 要領・基準類・ガイドライン名称 年月 適用 

土木設計業務等の電子納品要領（案） H16.6 国土交通省 

ＣＡＤ製図基準（案） H16.6 国土交通省 

デジタル写真管理情報基準（案） H18.1 国土交通省 

測量成果電子納品要領（案） H16.6 国土交通省 

地質・土木調査成果電子納品要領（案） H16.6 国土交通省 

電子納品運用ガイドライン（案）業務編 H17.8 国土交通省 

ＣＡＤ製図基準に関する運用ガイドライン（案） H17.8 国土交通省 

現場における電子納品に関する事前協議ガイドライン（案）〔地

質・土質調査編〕 
H15.1 国土交通省 

現場における電子納品に関する事前協議ガイドライン（案）〔測量

編〕 
H15.9 国土交通省 

電子納品運用ガイドライン（案）測量編 H18.9 国土交通省 

一

般

土

木 

等 

電子納品運用ガイドライン（案）地質・土質調査編 H18.9 国土交通省 

建築設計業務等電子納品要領（案） H14.11 国土交通省 

官庁営繕事業に係る電子納品運用ガイドライン（案） H14.11 国土交通省 建築 

建築ＣＡＤ図面作成要領（案） H14.11 国土交通省 

土木設計業務等の電子納品要領（案） 機械設備工事編 H18.3 国土交通省 

ＣＡＤ製図基準（案） 機械設備工事編 H18.3 国土交通省 

電子納品要領（案） 機械設備工事編 施設機器コード H18.3 国土交通省 

電子納品運用ガイドライン（案）機械設備工事編【業務】 H18.3 国土交通省 

機械 

ＣＡＤ製図基準に関する運用ガイドライン（案）機械設備工事編 H18.3 国土交通省 

土木設計業務等の電子納品要領（案） 電気通信設備編 H16.6 国土交通省 

ＣＡＤ製図基準（案） 電気通信設備編 H16.6 国土交通省 電気 

電子納品運用ガイドライン（案）電気通信設備編 H16.5 国土交通省 

上記の要領（案）・基準（案）・ガイドライン（案）は国土交通省技術政策総合研究所

のホームページ（http://www.nilim-ed.jp/）から入手することが可能である。 

 

２  電子納品の対象範囲  

(1) 電子納品の対象とする業務 

電子納品は，以下に示す業務を対象とする。 

ア 土木設計業務 

イ 建築設計業務（建築機械設備設計，建築電気設備設計を含む。） 

ウ 測量業務，地質・土質調査業務 

エ 機械・電気設備設計業務 

オ その他業務（特記仕様書により電子納品の対象と指定されたもの。） 
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(2) 対象範囲 

下記に示す内容について，原則として実施する。 

表―２   電子納品のスケジュール（業務） 

業務の種類 H２０ H２１ 

土木設計業務 

建築設計業務 

測量業務，地質・土質調査業務

その他業務 

全件試行 全件実施 

機械・電気設備設計業務 全件実施済み 

注 試行においては，電子納品が実施できなくても理由等により業務の履行を認める。 

 

(3) 業務における電子納品の対象とする資料の範囲 

 電子納品の対象とする資料の範囲は，委託業務の成果品のうち，ＣＡＤデータ，表計

算・ワープロ文書データ，写真等とする。これ以外の成果品を電子納品する場合は，発

注者・受託者間で協議し決定する。ただし，電子化が難しい書類等については，無理な

電子化（スキャニング等）は求めないものとする。 

 

３  電子納品の実施に当たっての留意事項等 

(1) 一般仕様書，共通仕様書及び特記仕様書への記載 

 電子納品の対象とする業務のうち，機械・電気設備設計業務については，一般仕様書

又は共通仕様書に定める。その他の土木及び建築設計業務，測量及び地質・土質調査業

務等定めのないものについては，特記仕様書に電子納品に関する事項を記載する。 

(2) 積算上の考え方 

測量業務成果品の電子納品に要する費用については，現行の諸経費率で対応する。土

木，建築及び機械・電気設備設計業務，地質・土質業務成果品の電子納品に要する費用

については，現行の「印刷製本費」で対応することとし，名称を「成果品作成費」に改

める。 

(3) 発注者・受託者間の協議事項 

 電子納品の実施に当たっては，発注者・受託者間で事前協議を行うこと。 

発注者・受託者間における事前協議の主な項目は，「電子納品ＣＤ－Ｒ作成基準【業

務編】」（以下，「ＣＤ－Ｒ作成基準」という。）に別途定める。 

事前協議を行う主な項目は，以下のとおりである。 

ア 書類を作成するソフトウェア 

イ 電子納品の対象項目 

ウ 電子化が困難なものの取扱い 

エ 図面ファイル，写真ファイルの取扱い 

業務の着手時には，実施期間中の混乱を防ぎ，電子納品を円滑に実施するため，国要

領（案）等の内容を熟知する必要があるが，国要領（案）等は，電子納品に係るすべて

の事項を規定しているものではなく，発注者・受託者間で取り決める事項がある。また，

電子納品導入初期でもあり，発注者・受託者双方ともに業務実施中における混乱を招く

おそれがあるため，本要領（案）では，別に定めるＣＤ－Ｒ作成基準の「事前協議チェ

ックシート」を用いて，チェックシートにより確認しながら事前協議を行い，発注者・

受託者間で合意を図るものとする。 
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(ｱ) 書類作成のソフトウェア等 

業務着手時に，書類作成に使用する一般的なソフトウェアの種類・バージョンにつ

いて協議を行い，その結果を「事前協議チェックシート」に記入のうえ，書類データ

を作成するものとする。 

なお，書類データを作成する際は，以下のことを遵守すること。 

a  各ファイルのサイズは，原則上限５メガバイトまでとする。それを越える場合は，

章や編等で分割し５メガバイト以内とすること。 

b  複数シートは，特に定めるもののほかは，原則として使用してはならない。 

(ｲ) 電子納品の対象項目 

電子納品の対象項目は，ＣＤ－Ｒ作成基準に別に定める。 

(ｳ) 電子納品が困難なものの取扱い 

電子化が困難なもの又は電子化により作業効率が著しく低下すると判断されるも

のについては，発注者・受託者間の協議により，現物又は紙媒体による納品とする。 

(ｴ) 電子データの取扱い 

電子データの取扱いは，ＣＤ－Ｒ作成基準に別に定める。 

(ｵ) 押印が必要な書類の取扱い 

押印が必要な書類については，紙媒体の資料のみ押印すること。電子データについ

ては，押印欄は空白でよいこととする。 

(4) 電子成果品の作成 

電子成果品の作成については，ＣＤ－Ｒ作成基準に別に定める。 

(5) 検査について 

成果品の検査は，紙媒体で行うことを原則とするが，電子データによる検査も補完 

として実施する。 

発注者・受託者間協議により，効率的な検査が可能であると判断される電子成果品

（ＣＤ－Ｒ）の電子データについては，発注者・受託者に過度な負担をかけない範囲

で，可能な限りその電子データを用いて検査を行う。ただし，パソコン（ＰＣ）画面

上での確認が必ずしも効率的でない電子成果品については，事前に紙に出力したもの

を補助的に利用するとともに，電子データについても検査を行う。 

なお，電子納品対象外の成果品については，従来どおり紙媒体での検査とする。 

(6)  電子成果品(ＣＤ－Ｒ)の内容確認 

ア  電子成果品（ＣＤ－Ｒ）の確認（品質検査）については，ＣＤ－Ｒ作成基準に別

に定める。 

イ 電子成果品の検査を行う場合，検査時における書類等の閲覧は，受託者が使用し

た電子納品支援ソフトのビューアーを使用するものとし，操作も原則として，受託

者が行うものとする。特別なソフトウェアを使用する場合には，機器（PC 等）を含

めて受託者が，準備するものとする。 

ウ 電子成果品（ＣＤ－Ｒ）には，成果品の検査において確認した書類と同一書類が

格納されていることを，ファイル数等により確認する。また，検査に用いた資料と

同一の内容であることの確認については，電子成果品の任意の部分の内容を照合す

るなど，発注者が実施可能な方法で確認すること。 
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